
重要政策の評価結果（ポイント）

（政策評価 独立行政法人評価委員会の答申及び総務大臣通知）

平成21年12月16日

総務省では、重要政策として、次のテーマを取り上げ評価の推進を図ることとし、関係府省が行ったこれ
らテーマに係る政策評価の結果について、政策評価・独立行政法人評価委員会（委員長：岡素之住友商事株

（政策評価・独立行政法人評価委員会の答申及び総務大臣通知）

式会社代表取締役会長）に諮問を行い、平成21年12月16日、同委員会は評価結果について認められた課題を
総務大臣に答申しました。

地震対策（建築物の耐震化、地震保険）

医師確保対策

テーマ 国土交通省、財務省

厚生労働省、文部科学省

◎評価全体を通じて 今後の政策の在り方を検討していく上で必要となる基礎的なデ タの

関係各省は、平成21年４月～11月に政策評価を実施しました。

◎評価全体を通じて、今後の政策の在り方を検討していく上で必要となる基礎的なデータの
把握が不十分であることが明らかとなった。

総務大臣は、この答申を受けて、12月16日に、財務、文部科学、厚生労働、国土交通の４大臣に通知を
行う予定としています。
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地地 震震 対対 策策 （（ 建建 築築 物物 のの 耐耐 震震 化化 ・・ 地地 震震 保保 険険 ））

《政策課題を巡る状況》

○建築物の耐震化は、人的被害と社会全体のコストを最小限に抑える根幹的な政策 → 住宅総数の25％（約1,150万戸）の耐震化が不十分と推計(平成15年)

政独委の認識した現状と課題国土交通省の評価（主なもの）

平成27年までの耐震化率90%の目標達成に向け、取組を加速させる必要

○地震保険制度の目的は、地震保険の普及を図り、被災者の生活の安定に寄与 →  制度創設から40年以上経過したが、普及は全世帯の２割

全国均一の非効率な対策となら
ないよう、重点対象をつかむため
の基礎的データの把握が必要

●地域別の耐震化率と施策の対応状況
●耐震化の進まない世帯構成、年齢層、所得層

耐震化戦略を立てるためのターゲットが未把握
【
建
築
物

耐震化の効果（阪神・淡路大震災の住宅倒壊）

●犠牲者全体の95％

●国費支出は災害後5年間で1.5兆円

物
の
耐
震
化
】

補助、優遇税制等で促進（平成18年度以降470億円）

●目標：年10万戸→実績：年8.7万戸

補助制度の充実や安価な耐震工法の開発を促進

無料診断でもなかなか利用されない実態

技術開発の普及状況は未把握

●ローラー作戦（個別訪問と無料診断）でも７割が
診断を申し込まない（一宮市）

リスク情報の有効性、既存施策
の限界を見極めるための分析が
必要

●耐震化の価格ニーズ：50万円未満62％
●実際の耐震化コスト：平均211万円

技術開発の普及状況は未把握
安価な耐震工法は、同一予算で、より大きな効果

財務省の評価（主なもの） 政独委の認識した現状と課題

安価な耐震工法の普及に関する
目標設定と効果測定が必要

巨大地震では政府は巨額の資金調達
【
地

被災者の生活安定、保険料引下
げ効果を具体的に把握する必要

地震保険は、被災者の生活再建に一定の役割
政府の再保険により低廉な保険料で提供

巨大地震による準備金不足には、借入れによる
な保険金支払 が 能

地震保険の具体的なメリットが目に見えない
政府の再保険による値引き効果は未把握

危険地域への加入集中は保険支払の確保に懸念
ただし、都道府県単位では、加入の集中度は不明

●首都直下地震（M7.2）の場合
地震保険３兆円（準備金2.1兆円）
被災者支援金３兆円（基金600億円）

地震保険の普及と安定運営の両
面から、バランスのとれた保険料
率設定のための検証が必要

●都道府県単位より細分化した単位
で、地震危険度と加入率の対応関

震

保

険
】

円滑な保険金支払いが可能

危険度の高い地域の加入率が高い傾向
ただし、都道府県単位では、加入の集中度は不明

原因分析が不十分
●世帯年収が低いほど加入率は低い

年収500万円未満 32％
年収2,000万円以上 52％

●世帯年収と加入率の関係など、掘
り下げた原因分析

で、地震危険度と加入率の対応関
係を把握】

普及が進まない原因は、制度の周知啓発不足
による保険料の割高感
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○医師数（平成18年） 27.7万人
○医学部定員（平成21年度）8 486人

医医 師師 確確 保保 対対 策策

《政策課題を巡る状況》

○医学部定員（平成21年度）8,486人
○地域別医師数（10万人当たり）

東京都区中央部1,173人
宮城県黒川70人

厚生労働省 文部科学省の評価（主なもの） 政独委の認識した現状と課題

○医師不足問題が顕在化し、政府は、平成20年度以降、医学部定員を増員

○医師は、政府が医学部定員により総数をコントロールする一方、自由開業のため地域間・診療科間に偏在

●地域・診療科別の必要医師数は、医療機関の配

医師数の決定

■地域別・診療科別の医師不足の実態が

医師不足の実態が未把握

厚生労働省・文部科学省の評価（主なもの） 政独委の認識した現状と課題

地域別・診療科別に、医療ニーズと医機
置や地理的条件の地域格差が大きく、推計は困
難

● 「医師配置標準」と医師不足は直接には関係な
い。 標準医師数を充足する医療機関は８割であ

データとしてつかめていないことが、医師
不足問題を深刻化

■医療機関の８割で医師数が充足している
方 医師は長時間勤務の実態（平均週

師の需給について、定量的な把握が
必要

昭和23年以来見直されていない医師
配置標準について 医師の勤務実態

。 標準医師数を充足す 医療機関 割 あ
り、他は医師確保が困難な状況

「医師配置標準」：一般外来患者40人に医師１人
入院患者16人に医師１人

一方、医師は長時間勤務の実態（平均週
61時間労働）

配置標準について、医師の勤務実態
を踏まえた検証が必要

施策の効果検証を通じた施策全体の

●医師の偏在是正のために様々な施策を実施
今後、効果を検証

勤務環境の改善

医師の偏在の是正

様々な施策が講じ始められている段階

医師の総数が増えても、偏在が
是正されるかどうかは不透明

施策の効果検証を通じた施策全体の
枠組み構築と個別施策の目標設定が
必要

●医師の選択（地域、診療科、医療機関、
勤務・開業）の変化に着目した効果測定

・ 勤務環境の改善
・ 女性医師への支援
・ 臨床研修制度の見直し 等

●医学部の地域枠（地元高校生等の入学枠）は、
医師の地域定着に一定の効果

■医師の偏在を是正する政策の全体的
な枠組みが不明確

■ 「地域枠」以外のほとんどの施策は、
効果の推論にとどまる状況

●受診の適正化に関する地域の取組に
ついてのベストプラクティスの普及や
医療機関の役割分担と機能の集約化
による効果の検証

●医師のサポート体制の強化による勤
務 負担軽減効 も 意

医師の地域定着に 定の効果
効果の推論にとどまる状況 務医の負担軽減効果にも留意医学部卒業生の地元定着率

（全国平均）49％
（地域枠） 札幌医大93％ 滋賀医大76％ 良質かつ適切な医療の提供と患者の権利利益の擁護のため、医療情報の的確な提供が必要
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